
1 
 

資料１ 

 

 

 

 

上下水道料金等のあり方について 

 

答 申 書 （案） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 ７ 年 ９ 月   日 

帯広市公営企業経営審議会 

  



2 
 

 



- 1 - 
 

１ 今後の上下水道料金のあり方について 

（1）次期の上下水道料金算定期間 

 令和８年度から令和12年度までの５年間とすべきと考えます。 

 なお、今後も人口減少に伴い上下水道料金収入が減少することが見

込まれる中、ゲリラ豪雨や巨大地震などの自然災害に対して新たな対

策が必要となることも考えられ、将来を見通すことが非常に難しい時

代となっていることから、上下水道料金の算定期間のあり方について

も、今後、さらに検討する必要があると考えます。 

 

（2）上下水道料金改定の必要性 

 令和８年度から令和12年度までの５年間は、水道料金、下水道使用

料ともに現行の料金体系を維持することが妥当と考えます。 

 令和13年度以降の上下水道料金体系については、今後の収支状況を

踏まえ検証する必要があると考えます。 

 

（3）健全かつ安定的な運営の持続に向けて 

 健全かつ安定的な運営を持続するため、経営改善プランに基づき、

上下水道事業全般について、コスト縮減や業務効率化に向けて取組む

とともに、市民理解の促進などにも取り組んでいく必要があると考え

ます。 

 また、全国的に担い手不足や技術継承が大きな課題となっており、

今後、安定的に上下水道事業を運営していくためにも、上下水道事業

を担う人材の確保や育成にも取組んでいく必要があると考えます。 

 

 

２ 今後の上下水道施設整備のあり方について 

 今後10年間の建設改良費全体では、現行の料金算定期間よりも事業費

を増加させて事業を実施すべきであると考えます。 

 施設などの機能が確保されるよう、目標耐用年数に基づき計画的に更

新を進めていく必要があると考えます。 
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（1）水道施設整備 

 「上下水道耐震化計画」に基づき、令和14年度までに急所施設（送

水管）の耐震化や避難所などの重要施設に接続する配水管の耐震化を

完了できるように事業を実施する必要があると考えます。 

 

（2）下水道施設整備 

 大雨による浸水被害の実績や浸水シミュレーション解析に基づき、

効果的に浸水リスクの高い地域の浸水対策を実施すべきであると考

えます。 

なお、全国的な気候変動に伴う降雨量の増加や短時間豪雨の頻発を

踏まえ、国が示す浸水対策の考え方に沿った整備手法についても検討

する必要があると考えます。 

 令和11年度からの汚水処理施設統合を目指し、ポンプ場の建設など

を計画的に進めていく必要があると考えます。 

また、汚水処理統合後に不用となる施設については、国の補助金の

活用など、撤去手法について検討すべきであると考えます。 

 

（3）簡易水道施設整備 

 令和20年度までに受水切替事業を完了させるとともに、「上下水道

耐震化計画」に基づいて急所施設や重要施設に接続する配水管の耐震

化を着実に進めるべきであると考えます。 

なお、農村地区は未耐震の水道管が多く残っているため、長期的な

計画となっていますが、できる限り早く耐震化が完了するように努め

るべきであると考えます。 

 

（4）農村下水道施設整備 

 市民からの要望に応じて合併処理浄化槽を設置していく必要があ

ると考えます。 
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 なお、答申に至る審議経過は以下のとおりです。 

 

１ 上下水道事業について 

 帯広市では、水道法や下水道法に基づき、公衆衛生の向上と生活環境の改善に寄

与することを目的として上下水道事業が実施されています。また、上下水道事業は

「公営企業」として、「独立採算制」を基本原則に、使用者からの上下水道料金を主

な財源として運営されています。 

 水道事業は昭和28年の緑ヶ丘地区での給水開始、下水道事業は昭和35年の供用開

始以来、帯広市では人口の増加や市街地の拡大などにあわせて施設や管路の整備が

進められてきた結果、市内全体において上下水道を使用できる環境が整っています。 

 

２ 上下水道事業の現状 

(1) 上下水道料金について 

 帯広市における家庭や企業が使用した有収水量は、人口減等に伴い平成11年度

をピークとして減少傾向にあり、上下水道料金収入も減少を続けています。 

 帯広市の上下水道料金を他の道内主要８都市と比較すると、一般的な家庭（口

径20㎜）の使用量帯（月10～20㎥）では、水道料金は高い方から２～３番目、下

水道使用料は５番目となっています。 

 なお、水道料金が他都市よりも高い要因の一つは、十勝中部広域水道企業団か

らの受水に向け、平成６年から３回の料金改定により、約1.9倍の値上がりとなっ

たことによる影響と考えられます。 

(2) 上下水道施設の現状 

① 水道施設 

 令和６年度末の水道管路は、全体で約1,136.6㎞のうち、法定耐用年数を超

えた管路が約314.5㎞（27.7％）となっていますが、帯広市が管種ごとに定め

ている更新目標の耐用年数を超えた管路は約59.8㎞(5.3％)となっています。 

 稲田浄水場や南町配水場などの水道施設については、今後廃止予定の施設

を除くと全て耐震性能が確保されています。 

② 下水道施設 

 令和６年度末の下水道管路は、全体で約1,229㎞のうち、法定耐用年数を超

えた管が約188㎞(15.3％)となっていますが、このうち約100㎞はテレビカメ

ラによる内部調査を実施し、不具合が見つかった約９㎞の管については、更

新や長寿命化等が行われています。 

 帯広川下水終末処理場については、汚水処理統合などにより今後廃止予定

の施設を除くと、全て耐震性能が確保されています。 

③ 簡易水道施設 

 令和６年度末の簡易水道管路は、全体で約302.6㎞のうち、法定耐用年数を

超えた管路が約183.9㎞（60.8％）となっており、帯広市が管種ごとに定めて
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いる更新目標の耐用年数を超えた管路も約163.7㎞(54.1％)となっています。 

 川西浄水場や大正配水池などの水道施設については、今後廃止予定の施設

などで一部未耐震の施設が残っています。 

④ 農村下水道施設 

 清川下水処理場は、平成13年に供用開始され、経過年数は23年で耐震性能

が確保されています。 

 家庭等からの生活排水を処理するための合併処理浄化槽は、最も古いもの

は平成11年度に設置されており、経過年数は25年となっています。 

 

３ 収支計画の実績（現行料金算定期間 令和３～７年度） 

(1) 水道事業 

① 主な投資計画の実績 

 老朽管更新事業は、令和11年度に耐震適合率90％を目指し、令和５年度ま

では計画を上回って老朽管の更新が実施されてきましたが、能登半島地震を

踏まえ、令和７年１月に「上下水道耐震化計画」が策定されたことに伴い耐震

適合率が低下しました。 

 令和７年度からは老朽管更新事業と合わせて管路耐震化事業も実施され、

令和７年度までの５年間では、耐震適合率は目標を下回っているものの、整

備延長では目標を9.7㎞上回って事業が実施されています。 

 また、施設改修事業等として、稲田浄水場の沈殿池機械設備の更新や緊急

遮断弁の設置のほか、中島配水場や帯広の森減圧弁室などにおいて、電気、機

械設備の更新が行われており、概ね計画どおりに事業が実施されています。 

② 収支見通しの実績 

 水道料金収入は、令和４年度、令和５年度及び令和７年度に、物価高騰など

により経済的な影響を受けている市民、事業者を支援するため水道料金の基

本料金免除が行われましたが、この免除額を含めれば、概ね計画どおりでし

た。なお、免除により経営面への影響が生じないよう、減収分については国の

交付金等により全額補てんされています。 

 また、令和３年１月の料金改定の影響額も概ね計画どおりとなっています。 

 当年度純利益は、令和６年度までは計画を上回って確保されていますが、

令和７年度は、十勝中部広域水道企業団からの受水費が計画で見込んだとお

りに下がらなかったことなどにより計画を下回るものの約2.9億円確保され

る見込みとなっています。 

 令和７年度末の累積資金残高は、令和６年度までの純利益が計画を上回っ

ていたことなどから、計画を約4.1億円上回って確保されると見込まれていま

す。 

 企業債残高は、毎年度、決算状況を踏まえて、企業債の発行を抑制してきた

ことにより、令和７年度末では、計画より約10.8億円少ない約138.7億円にな
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ると見込まれています。 

(2) 下水道事業 

① 主な投資計画の実績 

 浸水対策事業は、令和11年度に雨水整備率76.3％を目指し、過去の大雨に

よる浸水被害やシミュレーション解析により、浸水リスクの高いバラト地区

や稲田地区で優先的に雨水整備が実施されたほか、西19条北工業団地の造成

にあわせ雨水幹線が整備されており、令和７年度末の雨水整備率は74.5％と

なる予定で、概ね計画どおりに事業が実施されています。 

 管渠長寿命化更新事業は、耐用年数50年を経過する下水道管を対象にテレ

ビカメラ調査を実施し、不具合が見つかった場合、管の入れ替えや既存の管

の内面を補強する長寿命化工事が実施されています。令和７年度までの５年

間では、テレビカメラ調査の結果、不良個所が少なかったことから、事業費・

事業量が減少したものの、概ね計画どおりに事業が実施されています。 

 汚水処理施設統合事業は、計画当初は、令和８年度の供用開始に向けて整

備を進めていましたが、令和４年度に行ったポンプ場の実施設計により計画

変更の必要性が判明し、令和11年度からの供用開始へと見直したため事業費

が減少しています。 

② 収支見通しの実績 

 下水道使用料収入は、コロナウイルス感染症の流行や大型商業施設３施設

の閉店などにより業務用が減少しているものの、全体では微減にとどまり、

概ね計画どおりでした。 

 当年度純利益は、令和３年度までは計画を上回って確保されていますが、

令和４年度から令和６年度は、電気料金、人件費や物価の上昇に伴う経費の

増加などにより計画を下回りましたが、5.5億円から5.9億円確保されていま

す。令和７年度も、劣化度調査等の臨時的な経費が増加したことなどにより

計画を下回るものの4.7億円確保される見込みとなっています。 

 令和７年度末の累積資金残高は、令和６年度から下水道事業債に対する交

付税措置を最大限に活用するため、可能な限り企業債を追加借入することと

したことなどにより、計画を上回る約25.3億円が確保されると見込まれてい

ます。 

 企業債の追加借入を行うことにしたため、令和７年度末の企業債残高は、

計画を約10.5億円上回る約150.4億円になると見込まれています。 

(3) 簡易水道事業 

① 主な投資計画の実績 

 受水切替事業は、川西浄水場は豪雨時に原水濁度が上昇し取水ができなく

なることから、十勝中部広域水道企業団からの受水に切り替えるため、送水

管の布設工事を令和３年度より進め、計画を上回って事業を実施できていま

す。 
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 また、施設改修事業等として、大正配水池の耐震補強工事のほか、岩内浄水

場などにおいて電気・機械設備の更新が行われており、概ね計画どおりに事

業が実施されています。 

② 収支見通しの実績 

 簡易水道料金収入は、水道料金と同様に基本料金免除が行われていますが、

この免除額を含めれば、概ね計画どおりでした。 

 簡易水道料金は、政策的な判断により市街地と同額としているため、累積

資金残高が不足する場合には、一般会計からの繰入れで補てんされることに

なっています。令和７年度までは累積資金残高が確保されており、一般会計

からの繰入れがなかったことなどから、毎年度、計画と同程度の純損失が発

生していました。 

 累積資金残高は、令和３年度の累積資金残高が計画より4,600万円多かった

ことから、令和７年度末においても計画を3,300万円上回って確保されると見

込まれています。 

 企業債残高は概ね計画どおりで、令和７年度末では約14.3億円になると見

込まれています。 

(4) 農村下水道事業 

① 主な投資計画の実績 

 個別排水処理施設整備事業は、建築材料の高騰などにより新設住宅の着工

戸数が減少していることから、合併浄化槽の設置件数も減少していますが、

浄化槽の設置希望にはすべて対応できており、概ね計画どおりに事業が実施

されています。 

 施設改修事業では、清川処理場の設備の機能診断と更新を計画していまし

たが、機能診断の結果、現時点では更新が必要な設備がなかったため事業費

が減少しています。 

② 収支見通しの実績 

 農村下水道使用料収入は、令和７年度までの５年間は概ね計画どおりでし

た。 

 農村下水道使用料は、政策的な判断により市街地と同額としているため、

累積資金残高が不足する場合には、一般会計からの繰入れで補てんされるこ

とになっています。農村下水道事業は、毎年度、累積資金残高に不足が生じる

状況であり、一般会計からの繰入れにより、現行料金算定期間中は計画と同

程度の純利益が発生していました。 

 累積資金残高は、概ねゼロになるように一般会計から繰入れしているため、

計画どおり概ねゼロで推移していました。 

 企業債残高は、合併処理浄化槽の整備基数の減少により、令和７年度末で

は、計画より約0.4億円少ない約7.5億円になると見込まれています。 
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４ 今後の上下水道施設整備のあり方（令和８～17年度） 

 今後10年間の建設改良費全体では、現行の料金算定期間よりも事業費を増加させ

て事業を実施すべきであると考えます。 

 施設などの機能が確保されるよう、目標耐用年数に基づき計画的に更新を進めて

いく必要があると考えます。 

(1) 水道施設整備 

 老朽管更新、管路耐震化事業については、「上下水道耐震化計画」に基づき、令

和14年度までに急所施設（送水管）の耐震化や避難所などの重要施設に接続する

配水管の耐震化を完了できるように、着実に事業を実施する必要があると考えま

す。また、今後も毎年度、目標耐用年数を超過する塩化ビニール管や鋳鉄管が発

生してくるため、現行の料金算定期間よりも事業量を上積みして計画的に更新す

べきであると考えます。 

 稲田浄水場や南町配水池などの施設改修等については、施設の機能が確保され

るよう、目標耐用年数に基づき計画的に更新を進めていく必要があると考えます。 

(2) 下水道施設整備 

 浸水対策事業については、大雨による浸水被害の実績や浸水シミュレーション

解析に基づき、効果的に浸水リスクの高い地域の雨水整備を実施すべきであると

考えます。また、全国的な気候変動に伴う降雨量の増加や短時間豪雨の頻発を踏

まえ、国が示す浸水対策の考え方に沿った整備手法についても検討する必要があ

ると考えます。 

 管渠長寿命化更新事業については、毎年度、法定耐用年数を超過する老朽管が

増加することから、現行の料金算定期間よりも事業量を上積みして、テレビカメ

ラ調査や長寿命化事業を実施すべきであると考えます。また、「上下水道耐震化計

画」に基づき、令和８年度に予定している耐震診断等の結果等により、マンホー

ル浮上防止対策が必要と判定された箇所については、令和11年度までにマンホー

ルの浮上防止対策を実施する必要があると考えます。 

 汚水処理施設統合事業については、令和11年度からの汚水処理の統合を目指し、

ポンプ場の建設などを計画的に進めていく必要があると考えます。また、汚水処

理統合後に不用となる施設については、国の補助金の活用など、撤去手法につい

て検討すべきであると考えます。 

 施設改修事業については、汚水処理統合後も雨水処理などの機能として残す必

要がある施設について、施設内部への浸水を防ぐための耐水化工事を実施すると

ともに、目標耐用年数に基づき計画的に更新を進めていく必要があると考えます。 

(3) 簡易水道施設整備 

 川西地区での安定した水道水を確保するため、受水切替事業については、令和

20年度までに完了させるとともに、管路耐震化事業については、「上下水道耐震化

計画」に基づいて急所施設や重要施設に接続する配水管の耐震化を着実に進める

ため、現行の料金算定期間よりも事業費を上積みして計画的に実施すべきである
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と考えます。なお、農村地区は未耐震の水道管が多く残っているため、長期的な

計画となっていますが、できる限り早く耐震化が完了するように努めるべきであ

ると考えます。 

 岩内浄水場や大正配水池などの簡易水道施設の施設改修事業については、施設

の機能が確保されるよう、目標耐用年数に基づき計画的に更新を進めていく必要

があると考えます。 

(4) 農村下水道施設整備 

 個別排水処理施設整備については、引き続き市民からの要望に応じて合併処理

浄化槽を設置していくとともに、清川処理場などの施設改修事業については、維

持管理適正化計画を策定し、国庫補助金を活用しながら、計画的に更新する必要

があると考えます。 

 

５ 今後の収支見通し（令和８～17年度） 

 今後の人口減少の動向や近年の物価・労務単価の上昇などの状況をはじめ、上記

の今後の上下水道施設整備あり方に基づいた投資計画などを踏まえ、水道事業など

の各事業について、現行の上下水道料金体系を維持した場合における令和８年度か

ら令和17年度までの10年間の収支見通しが示されました。 

(1) 水道事業 

 水道料金収入は、家事用、業務用とも減少が続き、収入全体では令和12年度ま

での５年間で0.8億円、令和17年度までの５年間でさらに1.3億円の減少が見込ま

れています。 

 当年度純利益は、収入の減少、支出の増加に伴い減少傾向が続き、令和８年度

から令和12年度では1.1億円から3.0億円で推移し、令和17年度には400万円にまで

減少する見込みとなっています。 

 累積資金残高も減少傾向となりますが、令和12年度末で11.0億円、令和17年度

末で9.7億円が確保される見込みとなっています。 

 令和３年１月の水道料金改定時に、大規模災害時などにおいても安定的な事業

運営を維持できる累積資金残高を水道料金収入の30％（約10億円）としており、

概ねこの金額を確保できる見込みとなっています。 

 企業債残高は、これまでの借入抑制により、令和12年度末に109.0億円、令和17

年度末に94.1億円まで減少する見込みとなっており、ピークであった平成12年度

末の189.7億円と比べると概ね半分程度となっています。 

(2) 下水道事業 

 下水道使用料収入は、家事用、業務用とも減少が続き、収入全体では令和12年

度までの５年間で1.0億円、令和17年度までの５年間でさらに1.4億円の減少が見

込まれています。 

 当年度純利益は、収入の減少、支出の増加に伴い減少傾向が続き、令和８年度

から令和12年度までは3.1億円から6.6億円で推移し、令和16年度には0.8億円まで
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減少する見込みとなっています。 

 累積資金残高は、企業債の追加借入に伴い増加傾向となり、令和12年度末で50.0

億円、令和17年度末で52.8億円となる見込みとなっていますが、追加借入分の企

業債残高を除いた実質的な累積資金残高は、令和12年度末で11.7億円、令和17年

度末で9.2億円となる見込みとなっています。 

 令和３年１月の水道料金改定時に、大規模災害時などにおいても安定的な事業

運営を維持できる累積資金残高を下水道使用料収入の30％（約８億円）としてお

り、実質的な累積資金残高は、この金額とほぼ同水準を確保できる見込みとなっ

ています。 

 企業債残高については、追加借入を行うものの、残高は減少していき、令和12

年度末に140.6億円、令和17年度末に123.7億円まで減少する見込みとなっており、

ピークであった平成11年度末の430.0億円と比べると１／３程度となっています。 

(3) 簡易水道事業 

 簡易水道料金収入は、家事用、業務用は微減、営農用等が横ばいで推移するた

め、収入全体では令和12年度までの５年間で50万円、令和17年度までの５年間で

さらに200万円の減少になると見込まれています。 

 一般会計からの収支不足補てん繰入れは、増加していく見込みとなっています。 

 当年度純損益は、令和８年度から令和12年度までは100万円の純利益から2,000

万円までの純損失、令和13年度から令和17年度までは400万円から1,000万円まで

の純損失が発生する見込みとなっています。 

 累積資金残高は、一般会計からの補てん繰入れにより、ゼロで推移する見込み

となっています。 

 企業債残高は、令和12年度末に22.4億円、令和17年度末に32.8億円まで増加す

ると見込まれています。 

(4) 農村下水道事業 

 農村下水道使用料収入（家事用のみ）は、集落排水処理区域人口の減、合併処

理浄化槽設置数増により、令和12年度までの５年間で30万円減少し、以降、令和

17年度までは同額で推移すると見込まれています。 

 一般会計からの収支不足補てん繰入れは、増加していく見込みとなっています。 

 当年度純利益は、令和８年度から令和12年度までは3,000万円程度、令和13年度

から令和17年度までは2,500万円程度発生する見込みとなっています。 

 累積資金残高は、一般会計からの補てん繰入れにより、ゼロで推移する見込み

となっています。 

 企業債残高は、令和12年度末に8.0億円、令和17年度末に8.8億円まで増加する

と見込まれています。 
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６ 今後の上下水道料金のあり方について 

(1) 次期の上下水道料金算定期間 

 「料金の安定性」「期間的負担の公平性」「原価把握の妥当性」や現行の上下水

道料金の算定期間が５年間であることを踏まえ、次期の上下水道料金の算定期間

は、令和８年度から令和12年度までの５年間とすべきと考えます。 

 なお、今後も人口減少に伴い上下水道料金収入が減少することが見込まれる中、

ゲリラ豪雨や巨大地震などの自然災害に対して新たな対策が必要となることも考

えられ、将来を見通すことが非常に難しい時代となっていることから、上下水道

料金の算定期間のあり方についても、今後、さらに検討する必要があると考えま

す。 

(2) 上下水道料金改定の必要性 

 次期の上下水道料金の算定期間である令和12年度までの５年間の収支見通しで

は、水道事業、下水道事業とも純利益を確保でき、累積資金残高についても、安

定的な事業運営を維持できると考えられる必要額を確保することができる見込み

となっています。 

 また、それ以降の令和17年度までの５年間の収支見通しでも、水道事業、下水

道事業とも、純利益や累積資金残高の必要額を確保することができる見込みとな

っています。 

 よって、次期の上下水道料金の算定期間である令和８年度から令和12年度まで

の５年間は、水道料金、下水道使用料ともに現行の料金体系を維持することが妥

当と考えます。 

 また、令和13年度以降の上下水道料金体系については、今後の収支状況を踏ま

え、中・長期的な視点に立って検証する必要があると考えます。 

 

７ 健全かつ安定的な運営の持続に向けて 

 上下水道料金体系については、今後５年間は、現行の料金体系を維持することが

可能と考えますが、人口減少に伴う上下水道料金収入の減少などにより、長期的に

は、水道事業、下水道事業ともに純利益や累積資金残高が減少する見込みとなって

います。 

 帯広市では、令和４年９月に経営改善プランを策定し、令和６年度より料金収納

業務等の包括委託の導入や、施設の長寿命化に向けて稲田浄水場・帯広川下水終末

処理場の施設劣化度調査などに取組んでいます。 

 今後も、健全かつ安定的な運営を持続するため、経営改善プランに基づき、上下

水道事業全般について、コスト縮減や業務効率化に向けて取組むとともに、上下水

道事業への市民理解の促進などにも取り組んでいく必要があると考えます。 

 また、全国的に担い手不足や技術継承が大きな課題となっており、今後、安定的

に上下水道事業を運営していくためにも、上下水道事業を担う人材の確保や育成に

も取組んでいく必要があると考えます。  
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帯広市公営企業経営審議会開催経過 

（上下水道料金等のあり方について） 

 

 

○令和７年７月29日  令和７年第２回 

   ・「上下水道料金等のあり方について」（諮問） 

   ・「上下水道料金等のあり方について」（審議） 

      １ 公営企業経営審議会について 

      ２ 地方公営企業について 

      ３ 水道事業について 

      ４ 下水道事業について 

      ５ 帯広市の上下水道事業の現状について 

      ６ 上下水道料金について 

 

○令和７年８月７日  令和７年第３回 

   ・「上下水道料金等のあり方について」（審議） 

      ７ 収支計画の実績（現行料金算定期間 令和３～７年度） 

 

○令和７年８月25日  令和７年第４回 

   ・「上下水道料金等のあり方について」（審議） 

      ８ 今後の上下水道施設整備のあり方（令和８～17年度） 

      ９ 今後の収支見通し（令和８～17年度） 

      10 今後の上下水道料金のあり方（令和８～17年度） 

      11 健全かつ安定的な運営の持続に向けて 

 

○令和７年９月２日  令和７年第５回 

   ・「上下水道料金等のあり方について」答申（案）協議 
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